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 ブラックアウトの発生により、都市ガスのLNG基地等への北電からの電力供給が途絶。
 LNG基地等では、地震による設備被害がなかったことから、非常用自家発電設備の余力

を用いて都市ガスの製造を継続。

１．ガス設備に関する重要インフラ緊急点検について
② ガス事業用のLNG基地等への自家発電設備の設置状況－１
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 LNG基地等への自家発電設備は、都市ガスの供給継続に電気が必要である事業所
253カ所のうち240カ所（95％）で設置を確認。

 ガス事業用のLNG基地等への自家用発電設備の設置状況等について、平成30年10月15日～10月
26日までの間、一般ガス導管事業者、特定ガス導管事業者、ガス製造事業者、ガス小売事業者の合
計273社にアンケートを実施した。
《点検項目》
〇 ブラックアウト時、都市ガスの製造・供給のために電気を必要とする設備の有無
〇 都市ガス供給継続のために電気を必要とする設備を保有する場合、自家発電設備の設置の有無 等

 その結果、都市ガスの供給継続に電気が必要である事業所253カ所のうち240カ所（95%）で自家
発電設備の設置を確認。残り13カ所のうち11カ所は他基地によるバックアップにより対応、2カ所は自家
発電設備等の導入が必要。

 また、自家発電設備を保有している事業所240カ所のうち、ガスを長時間連続して製造・供給することに
課題がある事業所を22カ所確認。自家発電設備等の更新等による対応が必要。

１．ガス設備に関する重要インフラ緊急点検について
② ガス事業用のLNG基地等への自家発電設備の設置状況－２
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ガス設備の重要インフラ緊急点検の結果（まとめ）
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点検結果

①-1 低圧ガス導管の耐震化率
耐震化が順調に進んでいることを確認
⇨88.8%（2017年末、最新実績）

①-2 地震動とガス管の損傷状況

過去地震に比べ、
2地震の被害率が低かったことを確認
⇨新たな緊急停止判断基準の有効性を
検証

② LNG基地等への自家用発電
設備の設置状況

多くの事業所で自家用発電設備が設置
されていることを確認
⇨95%

１．ガス設備に関する重要インフラ緊急点検について
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（参考）東日本大震災で採用された合理的な復旧手法の例

■震度情報 ：震度６強、最大SI値70カイン
■需要家件数 ：約3万戸
■開閉栓要員 ：約100人※確保要員数
■復旧日数 ：約１週間（3/11～3/18）

各ガバナで圧力保持状態を確認 巡回点検等でガス導管・建物被害なしを確認

「東日本大震災を踏まえた都市ガス供給の災害対策検討報告書（平成24年3月、
ガス安全小委員会災害対策WG」より作成

 東京ガス（日立地区）では、供給停止後のガバナの圧力保持状態や緊急巡回点検
等からガス導管・建物の被害は軽微と判断できたため、開閉栓作業を合理化（マイコン
メーターによる保安機能で代替）し、早期復旧を実現。
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２．今後の対策について
〈復旧対策〉 ⑤ 合理的な復旧手法の導入－４
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